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河川空間のオープン化とは

河川空間のオープン化とは？

河川敷地の占用は、原則として公的主
体（地方公共団体等）に限られており、営
業活動を行うことはできません。

しかし「河川空間を積極的に活用した
い」という要望の高まりを受け、平成２３
年に河川敷地占用許可準則を改正し、
一定の要件を満たす場合には、特例と
して民間事業者等も営業活動を行うこと
ができるようになりました。

これを「河川空間のオープン化」とい
います。
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【出典】河川空間のオープン化活用事例集（R7 . 7国土交通省水管理・国土保全局）



二子玉川駅周辺地区（多摩川）

閖上かわまちづくり（名取川）

伊豆ゲートウェイ函南（狩野川）

カヌー、気球、おもしろ自転車の利用状況

川崎市丸子橋周辺地区（多摩川）

イベントの様子

河川空間のオープン化による利活用事例

【出典】河川空間のオープン化活用事例集（R7.7国土交通省水管理・国土保全局） 2

水辺のオープンカフェ バーベキュー施設
「かわまちBASE」

水辺にキッチンカーのある風景を毎週末に創出



第２号

第１号

準則第６に掲げる占用主体
→公共性、公益性を有する者（公的主体）

（例）

市区町村、都市再生推進法人、
地方公共団体等で構成する河川
敷地の利用に関する団体等

（例）

株式会社○○、有限会社○○、
地方公共団体等を含まない任
意団体 等

河川空間のオープンの占用主体
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営業活動を行う事業者等
→河川管理者の判断により占用許可を行うもの
（ただし、事前に協議会等の場で地域の合意を図る。）

第３号

占用主体は以下の３類型。（河川敷地占用許可準則第２２第４項第１号～第３号）

→協議会以外にも、地元市町村の同意など地域の合意が確認できる
幅広い手法によることもできる

☆占用施設を自ら使用するほか、準則第２５に基づき、占用者以外の
者に施設を使用させることが可能

営業活動を行う事業者等であって、河川管理者、地方公共団体等で構
成する河川敷地の利用調整に関する協議会等において適切であると認
められたもの



河川空間のオープン化に向けて

河川空間のオープン化に向けて
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施設の賑わい創出のため、また、多様なニーズに応えるために、営利目的の活動が行
えるよう、野洲川MIZBEステーションにおいては、都市・地域再生等利用区域の指定を
受けることが望ましい。

野洲川MIZBEステーションにおいては、水防センターや周辺の水辺空間でのカフェや、
キッチンカーの定期出店、定期的なイベント等の活用が想定される。

原則： 河川敷地は公共の場であり、通常の河川法では営利目的の飲食店
（カフェ、キッチンカー、売店等）の設置・営業は制限されている。



河川空間のオープン化（都市・地域再生等利用区域指定）に向けた手続きの進め方
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河川空間のオープン化（都市・地域再生等利用区域指定）に向けた
今後のスケジュール（案）

令和８年８月 〇かわまちづくり協議会にて河川空間のオープン化について説明

令和８年８月～
令和９月７月

〇都市・地域再生等利用区域の指定についての要望書（案）作成

令和９年８月 〇かわまちづくり協議会での承認（地域の合意）※1

令和９年９月 〇野洲市から河川管理者（国土交通省）へ要望書を提出

※時期等が変更となる場合があります。

※1 都市・地域再生等利用区域指定の手続きにおいては、地域の合意形成が要件となっているため、

かわまちづくり協議会での承認をもって、「地域の合意」とする。

河川管理者（国土交通省）からの都市・地域再生等利用区域の指定


